
糸崎港でのバイオマス燃料の
荷役作業風景
※詳細はTopicsへ
左上：バンプールでの荷役作業
右上：本船船内荷役作業
右下：本船沿岸荷役作業

Stock Information／Corporate Profile

株式会社上組

　株主の皆様には、格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第84期第2四半期連結累計期間（2022年4月1日から2022年9月
30日まで）の事業の状況をご報告申しあげます。
　物流業界は、輸出入貨物と国内貨物の荷動きがおおむね横ばいに推移する
中、燃料費が高騰するなど厳しい経営環境が継続しています。
　このような状況下で当社グループは、中期経営計画の目標達成に向け、基幹
事業では東京港に多目的物流センターを新たに建設するとともに、新規事業と
してバイオマス発電所向け燃料輸送の取扱いを開始するなど、物流インフラを
支える企業として、事業基盤の強化に努めてまいりました。
　この結果、当社中核事業である港湾運送事業の伸長などにより、当第2四半
期連結累計期間における営業収益、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属す
る四半期純利益はいずれも前年同期を上回り、増収増益となりました。
　株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご支援を賜りますようお願い
申しあげます。

中期経営計画の目標達成に向け、
事業基盤の強化に取り組みます。

代表取締役社長　　 　  　 　
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営業収益 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益営業利益

12,367百万円 前年同期比

13.3%増16,242百万円 前年同期比

13.3%増139,558百万円 前年同期比

8.2%増

当社は、最適な資本構成を勘案しつつ、持続的な企業価値の向上を目指し、成長投資や
内部留保を確保したうえで、安定的な利益還元を継続することを基本方針としております。
利益還元については連結配当性向を基準とした配当を基礎とし、自己株式の取得につ
いても適宜、実施してまいります。
なお、本中期経営計画期間中は、一層の利益還元充実と資本効率改善を図るため、
連結配当性向40%、総還元性向90%を目安に利益還元を実施いたします。
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会社の概況 （2022年9月30日現在）

商号 株式会社　上組（Kamigumi Co.,Ltd.）

創業 1867（慶応3）年（設立：1947年2月28日）

資本金 31,642,266,011円

従業員 3,765名（連結：4,305名）

本店 神戸市中央区浜辺通四丁目1番11号

主要な
事業内容

物 流 事 業 港湾運送、倉庫、国内運送、工場荷役請負、
国際運送、物流その他

そ の 他 事 業 重量・建設、その他

発行可能株式総数 250,000,000株
発行済株式の総数 120,726,837株
株主数 6,607名

※株式数は千株未満を、比率は小数点以下第3位を切り捨てて表示しています。

大株主（上位10名）

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 15,435 13.96

かみぐみ共栄会 7,281 6.58

㈱日本カストディ銀行（信託口） 6,931 6.26

上組社員持株会 3,317 3.00

全国共済農業協同組合連合会 2,772 2.50

（一財）村尾育英会 2,456 2.22

日本生命保険（相） 2,271 2.05

住友生命保険（相） 2,250 2.03

STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505103 2,162 1.95

あいおいニッセイ同和損害保険㈱ 2,021 1.82
※1　自己株式10,172千株は、上記大株主から除いています。
※2　持株数は千株未満を切り捨てて表示しています。
※3　持株比率は自己株式を控除して算出し、小数点以下第3位を切り捨てて表示しています。

所有者別株式分布状況 （2022年9月30日現在）

株式の状況 （2022年9月30日現在） 株主メモ

金融機関
36,974千株
30.62％

金融商品取引業者
2,594千株
2.14％

その他の法人
6,542千株
5.41％

外国法人等
43,081千株
35.68％

個人・その他
21,361千株
17.69％

自己株式
10,172千株
8.42％

合計
120,726
千株

役員 （2022年9月30日現在）

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

基準日 定時株主総会  3月31日
剰余金の配当 中間 9月30日　期末　3月31日

株主名簿管理人
特別口座の
口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先
（お問い合わせ先）

〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話（通話料無料）0120-094-777

公告方法

電子公告
当社ホームページ（https://www.kamigumi.co.jp/）
に掲載いたします。
ただし、やむを得ない事由によって電子公告によること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

単元株式数 100株

（ご注意）
1． 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開

設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設
されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀
行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

2． 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託
銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱
UFJ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行本支店にてもお
取次ぎいたします。

3． 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

取締役
代表取締役会長 久保　昌三
代表取締役社長 深井　義博
代表取締役専務 田原　典人
代表取締役常務 堀内　敏弘
代表取締役常務 村上　克己
取締役 平松　宏一
取締役 長田　行弘
取締役 椎野　和久
取締役（社外） 石橋　伸子
取締役（社外） 鈴木　三男
取締役（社外） 保坂　　收
取締役（社外） 松村　はるみ

監査役
常任監査役（常勤） 小林　保男
監査役（社外） 中尾　　巧
監査役（社外） 黒田　　愛
監査役（社外） 秀島　友和

※第83期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を適用しており、第82期に係る各数値については当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっています。

株式の状況／会社の概要

株主様への還元方針

第84期
中間報告書

2022年４月 １ 日▶

2022年9月30日

KAMIGUMI REPORT
世界の物流をデザインする。



物流事業 その他事業
構成比
88.9％

構成比
11.1％

セグメント別概況

連結財務諸表

負債・純資産合計
437,104資産合計

437,104

139,558

16,24214,342
18,327

15,411
17,769

12,36710,919

128,968

営業原価
113,198

販売費及び一般管理費
10,117

有形固定資産
232,086

無形固定資産
6,649

投資　　　　
その他の資産
84,094

有形固定資産
231,570

無形固定資産
6,638

投資　　　　
その他の資産
83,158

負債
66,816

固定資産
321,367

負債
74,086

純資産
367,917

流動資産
111,904

固定資産
322,829

営業収益 営業利益 経常利益親会社株主に
帰属する

四半期純利益

資産合計
434,734

親会社株主に
帰属する

四半期純利益

税金等調整前
四半期純利益

経常利益営業利益営業収益

負債・純資産合計
434,734

流動負債
46,631
固定負債
20,185

流動負債
43,622
固定負債
30,463

営業外収益
2,133

特別利益
30

営業外費用
48

特別損失
587

法人税等／
非支配株主に帰属する
四半期純利益
5,401

投資活動による
キャッシュ・フロー

△14,021

237

現金及び現金同等物
に係る換算差額

△6,377

財務活動による
キャッシュ・フロー

16,889

営業活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金
同等物の
期首残高
46,364

現金及び現金
同等物の

四半期末残高
43,092

純資産
363,018

流動資産
115,736

POINT 1

POINT 4

POINT 4POINT 3POINT 2

前第2四半期累計
（2021年4月1日から2021年9月30日まで）

当第2四半期累計
（2022年4月1日から2022年9月30日まで）

四半期連結損益計算書の要旨（単位：百万円）

前期末
（2022年3月31日現在）

当第2四半期末
（2022年9月30日現在）

前期末
（2022年3月31日現在）

当第2四半期末
（2022年9月30日現在）

当第2四半期累計
（2022年4月1日から2022年9月30日まで）

四半期連結貸借対照表の要旨（単位：百万円） 四半期連結キャッシュ・フロー計算書の要旨（単位：百万円）

「投資有価証券」が減少したものの、「現金及び預
金」や「受取手形、営業未収入金及び契約資産」が
増加したことなどにより、前期末に比べ0.5%増加

総資産 
投資の拡大および利益還元の充実に向けて新た
に長期借入を行ったことなどにより、前期末に比
べて10.9%増加

負債
長期借入による収入100億円があったものの、配当
金の支払や自己株式の取得による支出などにより、
63億77百万円の純支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

営業収益
港湾運送事業の伸長などにより、前年同期に比べ8.2%増収

POINT 3

POINT 2

POINT 1

■  自動車関連貨物の取扱いが増加
■  工場荷役請負の構内運搬作業が増加
■  発電設備などのプロジェクト貨物の取扱

いが好調に推移

■  燃料および鋼材の物品販売が増加
■  重量貨物の運搬据付作業が減少

※上記の営業収益およびセグメント利益の数値は、セグメント間の取引消去前の数値を記載しています。

2,03715,241114,762 12,302

第84期
（第2四半期）

第83期
（第2四半期）

第84期
（第2四半期）

第83期
（第2四半期）

第84期
（第2四半期）

第83期
（第2四半期）

第84期
（第2四半期）

第83期
（第2四半期）

前年同期比 9.0%増　

（単位：百万円）営業収益

125,099
（単位：百万円）セグメント利益

14,456
前年同期比 17.5%増　

（単位：百万円）営業収益

15,632
前年同期比 2.6%増　

（単位：百万円）セグメント利益

1,775
前年同期比 12.8%減　

詳細はホームページに掲載されているIR情報をご覧ください。
https://www.kamigumi.co.jp/ir/

Segment Review

Consolidated Financial Statements

　当社はこの度、地球温暖化抑制を目的として火力発電所で石炭と混焼される
国産および輸入バイオマス燃料（ウッドペレット）の輸送業務を受注しました。
　本事業では、ウッドペレットの輸送・保管に天井開口式の特殊コンテナを使用
し、屋外での品質維持と高い作業効率を実現しています。国産バイオマス燃料
は宮崎県内の工場で特殊コンテナに積み込み、当社子会社である上組海運㈱
によって鹿児島県志布志港から広島県糸崎港まで海上輸送します。輸入バイオ
マス燃料は糸崎港で荷揚げののち、国
産バイオマス燃料とともに当社バン
プールでの保管を経て、発電所まで一貫
輸送を行います。
　当社は、バルク貨物の豊富な取扱い
実績および独自の物流ネットワークを活
用し、再生可能エネルギーに取り組む
お客様をサポートすることでサステナブ
ルな社会に貢献してまいります。

特 集

バイオマス燃料の輸送事業を開始

▲バンプールでの作業風景

宮崎県

広島県

鹿児島県 海外から

糸崎港

工場

発電所

志布志港 ： 国産
： 輸入

上組のサステナビリティ

当社は、企業理念の実現において、サステナビリティ課題への取組みが不可欠であるとの認識のもと、サステナビリティに対する
基本方針の策定とともに、当社が優先すべきマテリアリティ（重要課題）を選定しました。

サステナビリティの推進は、取締役会の下部組織である「環境保全推進本部」が担い、経営環境の分析と課題の立案、推進計画
の策定と社内啓発を行います。また、気候変動問題への対応については、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の枠組
みに従い、気候変動によるリスクと機会、事業戦略への影響を分析したうえで、温室効果ガスの削減目標・施策を含む情報を開示し
ました。

マテリアリティの中で特に注力していく項目は、「CO2排出量削減」と「人財戦略」です。「CO2排出量削減」については、日
本政府と同様の「2030年までに46％削減（2013年比）」という目標値を掲げ、倉庫照明のLED化、定温倉庫への太陽光発電設
備設置、バッテリーフォークリフトへの代替促進、再生可能エネルギー由来電力の使用といった取組みを進めます。また、「人財
戦略」については、従業員教育の充実、女性管理職比率および男性の育休取得率の向上などの課題に取り組み、持続的な成長
の実現に努めてまいります。

以下、マテリアリティにおける課題の一部をご紹介します。

目標値
CO2排出量削減率：46%

（2013年3月期比）
※国内Scope1+Scope2を対象とする

目標値 目標値
女性管理職比率：4%
※ 従業員の男女比率=男性86.2%：女性

13.8%（2022年3月期末時点）

改訂コーポレートガバナンス・コードの
各原則の遵守率：100%

人権・多様性の尊重CO2排出量削減 当社に最適な体制の維持・構築

マテリアリティの一覧はこちらから  

https://www.kamigumi.co.jp/sustainability/pdf/materiality_220830_Jp.pdf

TCFD提言に基づく情報開示はこちらから 

https://www.kamigumi.co.jp/sustainability/pdf/TCFD_220830_jp.pdf

サステナビリティへの取組み

E 環境 S 社会 G ガバナンス

90,889

2022年3月期

99,120

2013年3月期

53,545

目標値
（2031年3月期）

（単位 : t-CO2）

1.73

2022年3月

1.46

2021年3月

4.00

目標値
（2035年3月）

（単位 : %）

9389※
100

※2021年6月にコーポレートガバナンス・コードが改訂さ
れたことから、同年は改訂後のコードに対応して提出した
報告書（12月）の数値となっております。

2022年6月2021年12月 目標値

（単位 : %）


